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新型コロナウイルス感染症拡大への
対応について

２０２１年１１月１日（月）

【機密性１】

資料7
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新型コロナ対策として、できる限り
遠隔審査での対応を求めています。

接触機会を極力避けるため、
緊急事態宣言中は現地審査の実施を
原則として禁止しました。

緊急措置として導入した審査期限の
延長は遠隔審査の安定稼働もって
2021年5月末で終了しました。

・6ヶ月延長
・3ヶ月延長

緊急事態宣言/まん延防止等重点措置への対応
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対応方針の公表

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に関連する対応方針 | 適合性認定 | 製品評価技術基盤機構 (nite.go.jp)

https://www.nite.go.jp/iajapan/aboutus/information/COVID-19.html
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4/1 遠隔審査の緊急導入

4/22 ニュースリリース

4/24 COVID-19 対応方針①

6/1 COVID-19 対応方針②

6/11 ISO/IEC 17025:2017
ILAC移行期限延長

6/25 審査員向けの遠隔審査
指針を構築

1/12  認定C 押印方針

1/14 COVID-19 対応方針③

（対応方針の変更なし）

3/22  COVID-19 対応方針④

4月

5月

6月

・
・

12月

1月

2月

３月

2020

2021

4/6 緊急事態宣言

5/25 宣言の解除

1/7 緊急事態宣言
2/2 宣言の延長

4/7 緊急事態宣言

5/6 宣言の延長

5/25 宣言の解除

（押印廃止の加速）

12/23 NITE押印等
の手続き方針

1/8 緊急事態宣言

2/7 宣言の延長

3/21 宣言の解除

・COVID-19を受けた遠隔審査の緊急導入

・審査等の6ヶ月延長、遠隔審査の活用

・6ヶ月延長、審査の対応方針
（新規申請・現地審査の中止、遠隔審
査への切替、押印代替措置など）

・遠隔審査、現地審査を併用。
新規・拡大の受付再開

・移行期限6ヶ月延長
（2021年6月1日まで）

・押印廃止（メール／システム承認）
認定証のHP掲載への移行

・現地審査の原則中止、遠隔審査の活用
審査等の3ヶ月延長、新規・拡大は遠
隔審査で対応可能なものに限る。

・遠隔審査を基本としつつ、現地審査を
併用。新規・拡大申請は個別対応。

（イベント） （IAJapan対応） （対応概要）
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4/26 COVID-19 対応方針⑤

6/1 ISO/IEC 17025:2017 
ILAC移行期限

6/21 COVID-19 対応方針⑥

7/12 COVID-19 対応方針⑦

9/30 COVID-19 対応方針⑧

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

2021

4/6 緊急事態宣言

5/25 宣言の解除

1/7 緊急事態宣言
2/2 宣言の延長

4/25 緊急事態宣言

5/11延長

5/31 再延長

6/20 宣言の解除

7/12 緊急事態宣言
(東京オリンピック)

(デルタ株の蔓延)

10/1  宣言の解除

・現地審査の原則中止、遠隔審査対応
審査等の3ヶ月延長、新規・拡大は個
別対応。

・17025 移行対応完了
・審査等の延長措置の受付を終了

・遠隔審査を基本としつつ、現地審査を
併用。新規・拡大は通常受付

・現地審査の原則中止、遠隔審査対応
新規・拡大も遠隔対応を基本とする。

・遠隔審査を基本としつつ、現地審査を
併用。新規・拡大は通常受付

（イベント） （IAJapan対応） （対応概要）
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印 押印：原則、廃止しました

書面：原則、電磁的なやりとりにしました

対面：必要最小限にしました

→ https://www.nite.go.jp/data/000118265.pdf

※書面・押印・対面の見直しに係る認定センターの対応を公表しています。

書面・押印・対面の見直し

感染リスク低減のため、以下の対策を2020年12月から実施中

https://www.nite.go.jp/data/000118265.pdf
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・認定証の紙発行を原則とし
て行わないことにしました。

・従来の認定証と同じ情報を
Webサイトに掲載しました。

注 法令に基づくJCSS登録証、JNLA登録証、
MLAP認定証は除きます。

ASNITE認定事業者一覧 | 適合性認定 | 製品評価技術基盤機構

https://www.nite.go.jp/iajapan/asnite/lab/index.html
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今後の検討課題

◼第6波到来の可能性に向けた準備

◼遠隔審査室の拡充（防音ブース導入）

◼ リスクとベネフィットを考慮した、現地審査と
遠隔審査の活用可能性の検討


